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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　  ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgの CO2 削減 ”
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ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（公募回制）
第20次締切　申請期間：令和７年７月１日(火)～７月25日(金)

中小企業省力化投資補助金
〈一般型〉第３回　申請期間：令和７年８月上旬～８月下旬(予定)

　中小企業・小規模事業者等の生産性向上や持続的な賃上げに向けた新製品・
新サービスの開発に必要な設備投資等を支援！

　省力化投資による売上拡大や生産・業務プロセスの効率化、賃上げに向けた
人手不足解消に効果のあるロボットやIoT製品、設備・システム導入を支援！

製品・サービス高付加価値化枠 グローバル枠

要件 革新的な新製品・新サービスの開発
による高付加価値化

海外事業の実施による国内の生産性
向上

補助上限 750万円～2,500万円 3,000万円
補助率 中小企業1/2、小規模・再生2/3 中小企業1/2、小規模2/3

補助対象経費
＜共通＞機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、専門家経費、運搬費、
クラウドサービス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費
＜グローバル枠のうち、海外市場開拓（輸出）に関する事業のみ＞ 
海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

その他 大幅な賃上げを行う場合、補助上限額等の上乗せ措置が受けられます。

カタログ注文型（随時申請受付中） 一般型（公募回制）

要件

対象製品のリスト（カタログ）から選
んで導入し、販売事業者と共同で「労
働生産性 年平均成長率3％向上」を目
指す事業計画に取り組むもの

オーダーメイド・セミオーダーメイ
ド性のある設備やシステムなどを導
入し、「労働生産性 年平均成長率4％
向上」を目指す事業計画に取り組むも
の

補助上限 200万円～1,000万円 750万円～8,000万円
補助率 1/2 中小企業1/2、小規模・再生2/3

補助対象 補助対象としてカタログに登録され
た製品等

個別現場の設備や事業内容に合わせ
た設備導入・システム構築

その他 大幅な賃上げを行う場合、補助上限額の引き上げ措置が受けられます。

ものづくり補助金
総合サイト

省力化投資
補助金サイト



２	 特集
	 �令和７年度長野県中小企業団体中央会

通常総代会・創立70周年記念式典を開催
８	 生産性革命と挑戦
株式会社デリカ（松本市）

９	 ズームアップ！組合の魅力発見
長野県はり灸マッサージ協同組合

（松本市）
10	 わが社の経営戦略
明石仏壇店（飯山市）

11	 Go！発酵バレーNAGANO
12	 社労士が教える労務管理のポイント
３６協定の「特別条項」を発動する
場合の注意点

〈表紙写真紹介〉
　新鮮なしょうゆは「鮮やかな色」と「芳香」が特徴です。しょ
うゆには「甘味・酸味・塩味・苦味・うま味」の五つの原味があ
ります。
　料理の最後の味付けともいえるしょうゆには、その地域に根ざ
した味があります。
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　５月26日、長野市「ホテルメトロポリタン長野」
にて令和７年度通常総代会が小澤元樹関東経済産業
局産業部長、丸茂岳人長野県議会産業観光企業委員
長をはじめ、多数のご来賓のご臨席のもと開催され
ました。
　野村稔副会長の開会挨拶で始まった総代会では、
黒岩清会長が挨拶の中で、総代会も70回を数える節
目を迎え、長年にわたり支援をいただく会員への感
謝を述べるとともに、好調なインバウンド需要の一
方で米国トランプ政権による関税政策や人口減少社
会への対応など不透明な先行きに対し、本会として

も共同化や協業化を通じた持続
的な取り組みを支援し、変革と
挑戦を旨とした伴走支援を推進することを述べられました。
　続いて、叙勲受章者、長野県知事表彰受賞者への顕彰と退任された事務主任者会長・青年中
央会長への感謝状贈呈が行われました。15名の方が顕彰され、褒状と記念品が授与されました。
　議案審議では、議長に夏目潔副会長が就任し、上程議案はすべて原案通り可決承認されまし
た。議事終了後、髙見澤秀茂副会長の閉会挨拶により総代会は無事終了しました。

  

令和７年度（第70回）長野県中小企業団体中央会
通常総代会・創立70周年記念式典を開催

特 

集

叙勲受章者の顕彰 長野県知事表彰受賞者の顕彰 感謝状の贈呈

特集　令和７年度 通常総代会・創立70周年記念式典

１．事業環境変化に対応した生産性向上、省力化投資の推進支援
２．組合等の連携組織を活用した共同化・協業化の推進
３．成長を実現するためのデジタル化・グリーン化社会への対応支援
４．持続可能な地域づくりと観光産業・商店街の活性化支援
５．BCP・事業継続力強化計画の策定等の強靭化支援
６．事業承継・事業引継ぎの推進と次世代人材の育成・確保支援

中央会は、人と人をつなぎ、
　　　　　チームワークで一番身近なサポーターを目指します。

　― 変革・挑戦の
　　　　　伴走支援 ―

令和７年度の目標と取り組み

創立70周年に向けた
中央会ビジョンより

議事進行する夏目副会長

挨拶される黒岩会長

令和７年度 通常総代会・創立70周年記念式典を開催



3

　令和７年度第70回長野県中小企業団体中央会の
総代会を開催致しましたところ、時節柄ご多用の
中にもかかわらず、総代のみなさまには県内各地
よりご出席いただきまして、誠にありがとうござ
いました。
　平素は、本会の事業運営につきまして、格別な
るご支援とご理解を賜っておりますことにお礼申
し上げます。
　また、小澤関東経済産業局産業部長、丸茂長野
県議会産業観光企業委員会委員長をはじめ、大勢
のご来賓のみなさまにもご出席を賜っております
ことに、厚くお礼申し上げます。
　阿部長野県知事、依田長野県議会議長には、こ
の後の創立70周年記念式典からご出席いただきま
すが、本総代会も70回を数えるに至っております。
　永年に亘り本会を支えていただいております会
員各位に対しまして、改めて感謝申し上げる次第
です。
　さて、好調なインバウンド需要を背景に、県内
経済も緩やかな回復基調にはあるものの、米国ト
ランプ政権による「関税」問題に振り回され、自
動車メーカーが軒並み大幅な減益予想を打ち出す
など、下請け中小企業にも大きな影響が見込まれ
る状況にあり、先行きは極めて不透明と言わざる
を得ません。
　長らく続いたデフレ経済から、成長型経済への
移行という「潮目の変化」を感じながらも、経営
力が試され試練が続く経営環境にあります。
　人口減少社会への対応など、大きな変革期にあ
り、働き方や暮らし方など価値観が変化する中で、
課題である若者や女性に選ばれる企業、地域を
創っていくには、官民が連携していかなければな
らないという認識にあります。
　本会におきましても、共同化・協業化を通じた

持続的な取り組みを支援し、連携による共同事業
を行うことで企業規模の適正化と企業価値向上・
経営基盤強化を図ることができるようその役割を
果たしてまいります。
　本年も大手を中心に大幅な賃金引上げが行われ
ていますが、戦略的な賃上げへの転換には、懸案
である「価格転嫁」の促進が何より必要であり、
一方で生産性向上のための取り組みが喫緊の課題
です。
　これまでも活用いただいています「ものづくり
補助金」や「省力化投資補助金」も２年目となり、
従来のカタログ方式に加えてオーダーメード型の
「一般型」も始まりましたので、革新的サービス
の開発、省力化投資に活用いただきたいと思いま
す。
　人口急減地域の人材確保対策として期待の大き
い「特定地域づくり事業協同組合」が新たに、飯
綱町・信濃町と２組合設立され、地域の移住促進、
後継者の確保・育成等に成果が上がり、他の地域
にも波及することを望みたいと思います。
　ここに掲げました目標と取り組み、そして「変
革・挑戦」を掛け声で終わらせないための伴走支
援として、経営環境が激変する今こそ、本会の事
業を活用していただき、連携により事業の活性
化・新事業展開が前進するよう総力を傾注してま
いります。
　この後、各議案を上程させていただきますが、
審議の程よろしくお願いいたします。
　結びに、ご出席いただきましたご来賓をはじめ
総代・役員のみなさま、そして会員組合・構成員
企業の益々のご活躍、ご発展を祈念申し上げます
と共に、引き続き本会へのご支援、ご協力をお願
い申し上げまして挨拶といたします。

― つながる　ひろげる　連携の架け橋 ―

通常総代会ご挨拶
長野県中小企業団体中央会

会長　黒  岩　　 清
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特集　令和７年度 通常総代会・創立70周年記念式典

Ⅰ．中小企業連携組織対策事業

１．組合等の巡回支援・相談業務の充実・強化
　�　組合等及びその構成員企業を計画的かつ効率的に
巡回し、円滑な組合運営並びに経営基盤強化、事業
の再構築に向けて支援する。
　◦�組合事業の活性化及び再構築並びに新たな共同事
業の創出支援

　◦�組合運営・管理・会計税務及び制度改正への対応
支援

　◦�生産性向上、省力化等を図るための支援施策の周
知とその活用支援

　◦�価格転嫁の具体的な推進支援
　◦�BCP及び事業継続力強化計画支援
　◦�工業・卸売団地及び商店街、地場産業等の産業集
積の振興・活性化支援

　◦�組合の次世代育成のための青年部・女性部組織の
設立・強化

　◦�働き方改革関連法への対応支援
　◦�官公需適格組合の取得と受注確保支援
　◦�外国人技能実習生制度（制度改正に伴う内容等の
周知を含む。）の適正化支援

　◦�地域再生のための「特定地域づくり事業協同組合」
の普及・活用支援

２．組織化の推進・企業組合による創業支援
　�　事業協同組合等連携組織制度の普及、活用につい
て周知し、未組織中小企業者の組織化を推進する。

３．中小企業連携組織等支援事業
　�　中小企業が抱える共通の経営・地域の課題等を解
決するため、業種別、地域別の組合等連携組織を通
じた研修会等を行い、生産性向上の実現と取引環境
の改善に向けた計画策定など、組合及び構成員企業
の体質強化・活性化を図る。

４�．経営革新・事業再構築の推進と組合間交流の
促進

　�　中小企業が異分野の企業等と相互の強みを活かし、
連携して新事業分野への展開、新商品・新技術開発
等に対応できるよう支援する。

５�．外国人技能実習監理団体及び実習実施機関適
正化事業

　�　監理団体組合及び組合員を対象に、制度の改正も
見据えながら、実習制度が適正に運用・活用される
よう実施する。

Ⅰ．全国中小企業団体中央会補助事業

１．小規模事業者組織化指導事業
　小企業者組織化特別講習会
　�　小企業者及び小企業組合を対象に、組織化及び組
合等の円滑な運営のための講習会を10回開催する。

２．中小企業組合等課題対応支援事業
　⑴�　取引力強化推進事業
　　�　取引力の強化促進を図るため、共同販売・宣伝、
組合の事業・企業紹介のための組合が行うホーム
ページやチラシの作成等、共同事業の活性化・組
合員の受注促進等の先進的なものや波及効果の高
い取組に対して助成する。

　⑵�　中小企業組合等課題対応支援補助金
　　�　中小企業連携グループが、新たな活路を見出す
ためのプロジェクト（展示会等出展・開催など）
並びに情報システム開発等を支援する。

３．外国人技能実習制度適正化事業
　�　外国人技能実習生受入事業を行う事業協同組合等
による不正行為等の未然防止に努め、中小・小規模
事業者の円滑な外国人技能実習生の受入を支援する
ため、制度改正内容等も含め、制度に精通した専門
家等と個別に不適正な運営の是正・改善指導を行う。

Ａ．指　定　事　業

Ｂ．全国中央会の補助事業
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― つながる　ひろげる　連携の架け橋 ―

Ⅰ．国の委託事業

１．中小企業省力化投資補助金
　�　売上げ拡大や生産性向上を後押しするために、人
手不足に悩む中小企業等に省力化投資を支援する。
付加価値額や生産性向上を図り、賃金引上げに繋げ
ることを目的に、長野県地域事務局として事業を推
進する。
　　⑴�　カタログ注文型（随時受付）IoT、ロボットな

ど汎用製品を「カタログ」に掲載し、選択して
導入できるようにすることで、簡易で即効性が
ある省力化投資を促進する。

　　⑵�　一般型（公募回制）個別の現場や事業内容に
合わせた設備導入・システム構築等の多様な省
力化投資を支援。

　�　「長野事務所」「南信事務所」に補助事業担当の専
従推進員・支援員を置き対応する。

Ⅱ．長野県委託事業

１�．伝統的工芸品産地育成伴走支援事業
　�　後継者の育成・確保、県内外への販路開拓など、
産地が意欲的に取り組む新たな挑戦を支援し、伝統
的工芸品産業の人材不足、需要減少に対する課題を
解決する。

２．伝統的工芸品産業稼ぐ力向上事業
　�　生活様式や消費者ニーズの変化により伝統的工芸
品の需要が低迷する中で、観光との連携、インバウ
ンド需要の獲得、海外展開により、長野県の伝統的
工芸品産業の稼ぐ力を向上させる。

３．長野県特定地域づくり事業推進事業
　�　人口急減地域の持続的発展に資するため、特定地
域づくり事業協同組合の設立・認定・運営支援を行
うコーディネーターを設置し、制度活用の推進を図
る。市町村や事業者の制度への理解不足・マンパワー
不足により制度活用に至らない等の課題を解決する
ことで、地域の担い手確保や移住・定住の促進を図る。
コーディネーターを中心に、具体的な組合設立、認定、
運営等に関する支援に取り組む。

Ⅲ．全国中小企業団体中央会委託事業

１�．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進
補助金事業

　�　生産性向上に資する革新的サービス開発・試作品
開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等
の一部を支援するため、長野県地域事務局として事
業を推進する。
　�　県内のすべての補助事業者が期間内に事業を円滑
に完了させるための支援を行う。このために「もの
づくり事業推進部」に補助事業担当の専従サポーター
を置いて取り組む。

２．制度改正等の課題解決環境整備事業
　�　労働法制、税制、民法改正等の諸制度等改正によっ
て生じる中小企業組合や組合員企業等の課題等、ま
た、事業承継、生産性向上支援経営資源集約化支援
などに対して、専門家を活用し専門的・実践的なア
ドバイスにより解決を図り、適正な事業活動ができ
る環境を整備することを目的に事業を推進する。

３．事業環境変化対応型支援事業
　　（令和7年2月1日より令和8年1月31日）
　�　インボイス制度対応（デジタル対応含む）団体協
約等による価格転嫁対策等に関する中小企業組合や
組合員企業等の課題等を解決するために、専門家を
活用し専門的・実践的なアドバイスにより解決を図
り、適正な事業活動ができる環境を整備することを
目的に事業を推進する。

４．中小企業景況調査事業
　 �　会員組合の構成員企業の景気動向を調査し、全国
ベースの中小企業対策の確立に資することを目的と
して実施する。

Ⅳ．その他の委託事業

１�．生産性向上支援訓練（（独）高齢・障害・求
職者雇用支援機構）

　�　「会員企業に対する生産性向上支援訓練実施業務」
を受託し、会員企業の生産性向上支援のため、講習
会を実施する。

Ｃ．�国・長野県・全国中央会等の
委託事業
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特集　令和７年度 通常総代会・創立70周年記念式典

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

（順不同・敬称略）

叙勲受章者顕彰ご芳名
年　度 氏　名 組　合　名

旭日双光章 令和６年 秋 髙　木　正　雄 北信建設事業協同組合

旭日双光章 令和６年 秋 山　田　祐　一
長野県建具協同組合

フォレストライフ協同組合

旭日双光章 令和７年 春 花　村　　　薫 明科工場団地協同組合

旭日双光章 令和７年 春 山　崎　正　寛 上田市上下水道事業協同組合

感謝状贈呈者ご芳名
氏　名 役　　　　職　　　　名

小　林　和　彦 長野県中小企業団体事務主任者会・前会長

田　邉　寛　樹 長野県中小企業青年中央会・前会長

長野県知事表彰受賞者顕彰ご芳名
年　度 氏　名 組　　　　合　　　　名

令和６年 髙見澤　秀　茂 長野県石油協同組合 

令和６年 宮　崎　正　毅
長野県木材協同組合連合会

高水木材協同組合

令和６年 藤　沢　一　三 長野県電気工事業工業組合

令和６年 矢　花　平太郎 長野県種苗生産販売協同組合

令和６年 尾　沼　好　博 長野県環境整備事業協同組合

令和６年 深　澤　信　治 松筑建設事業協同組合

令和６年 野　村　　  弘 木曽官材市売協同組合

令和６年 長　坂　亘　治 飯田建設事業協同組合

令和６年 赤　羽　宏　文 飯田卸商業協同組合

　創立70周年記念式典での表彰者ご芳名は、７月号にて掲載いたします。
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― つながる　ひろげる　連携の架け橋 ―

　総代会後に開催された創立70周年記念式典では、佐藤洋子副会長の開式の辞によって始まり、会長式辞に続いて
経済産業省関東経済産業局長、長野県知事、全国中小企業団体中央会長、本県中央会長による優良組合、組合功労者、
優良青年部の表彰が行われ、各表彰の総代１名にそれぞれ表彰状が手渡されました。

　式典終了後、会場を移して行われた祝賀懇談会では、多くの皆様にご参加いただき、盛会裡に終了しました。

　ご来賓を代表して、小澤元樹関東経済産業局産業部長、阿部守一長野県知事、依田明善長野県議会議長、真川伸
樹日本銀行松本支店長、及川勝全国中小企業団体中央会常務理事よりご祝辞をいただき、花村薫副会長の閉式の辞
で終了しました。

依田　明善
長野県議会議長

及川　勝
全国中小企業団体中央会

常務理事

小澤 元樹
関東経済産業局産業部長

阿部　守一
長野県知事

真川　伸樹
日本銀行松本支店長

経済産業省
関東経済産業局長表彰の
長野県印刷工業組合様

長野県知事表彰の
長野県環境整備事業協同組合様

全国中小企業団体中央会長表彰の
諏訪市水道温泉事業協同組合様

長野県中小企業団体中央会長表彰
のギフトきそふくしま協同組合様

創立70周年記念式典
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トラクタの３点リンクでシェア80％
　地球温暖化による気候変動の影響により農林水産物に少なくない変化が現れ
ています。実際、りんごの成熟期の着色不良など長野県内での被害も聞かれます。
　一方、わが国は食料生産を支える肥料原料の大半を輸入に頼り、原油価格の
高騰やバイオ燃料の増産等による肥料需要の増加などにより、肥料の輸入価格
が高騰。食料の価格上昇につながっています。
　国では持続可能な食料生産を目指し、2021（令和３）年に「みどりの食料システ
ム戦略」を策定。化学農薬・肥料の使用量低減、有機農業の拡大など環境負荷を
軽減した食料生産を目指して取り組んでいます。
　デリカは「有機農業と、未来へ」をキーワードに、家畜の排泄物からつくった有機堆肥の散布機を中心とする農業
用作業機械、トラクタ部品、大型フレームの開発から製造、販売まで一貫体制をとる農業機械メーカー。特にトラ
クタと作業機の連結機構である３点リンクは国内大手トラクタメーカーすべてに供給し、国内80％のシェアを誇り
ます。またタイに子会社を持ち、東南アジア、台湾など米づくりを行う国々への販売展開にも力を入れています。
　金子孝彦社長は「当社はずっと有機農業を応援する農業機械をつくってきました。有機農業を増やしていこうと
いう国の施策と合致した今、まさに当社の勝負どころになっています」と話す言葉にも力がこもります。

重要部品のプレス工程を自動化
　トラクタ部品の製造は、本社工場に隣接して2020（令和２）年に竣工した第二
工場に集約。ロボットによる自動化により多品種少量化、コストダウン、品質
向上などのニーズに応える生産体制を構築しています。
　さらに2023年、３点リンク構成部品であるトップリンクとロアーリンクの端
部部品のプレス工程で必須の、２工程ある加工ごとのワーク位置確認・修正、
精度検証作業を効率化する加工技術と生産プロセスを導入（ものづくり補助金を
活用）。加工時間の20％削減を実現しました。
　トップリンクとロアーリンクの付け根でボール状部品と一体化し、一定のト
ルクで自由に回転することで関節のような働きをする端部部品はトラクタと作
業機の連結をサポートする重要な部品。100トンプレスできつく締め、３トンプ
レスで緩める２つの工程ごとにワークの位置確認・修正作業と、熟練者のコツ
と経験に頼る触診によるガタ検査が必要でした。
　同社は課題解決のため、２回のプレス工程の安定・確実化を図るとともにガ

タ幅を自動測定し数値化する端部プレ
ス機を機械メーカーと連携して開発。測定数値の確認でより的確に調整
することが可能なため、触診によるガタ検査を簡易化し、誰でも端部部
品の正確なプレス加工ができる体制を整えました。
　「食の安全保障のためには国内食料自給率を高めていくことが重要で、
当社も国内農業をしっかりと支えていかなければと考えています」と金子
社長。海外部品メーカーとのコスト競争やトラクタの多様化への対応が
課題と言い、さらに工程を自動化し、品質の高い製品を低コストかつス
ピーディーにつくる体制づくりを目指しています。

トラクタ部品で国内シェア80％。重要部品の
プレス工程効率化でコスト・品質でさら優位に。生産性革命と挑戦

Vol.38

代　　表　代表取締役社長　金子 孝彦
創　　業　1953（昭和28）年4月
資 本 金　9,500万円

従業員数　156名
本　　社　松本市大字和田5511-11
TEL/FAX　TEL.0263-48-1184　FAX.0263-48-1190

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金第14次採択企業 株式会社デリカ

「DELICA」ブランドの堆肥散布機

トラクタの3点リンク

ロボットが活躍する部品製造工程

100トン（左）と3トンの端部プレス機
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理 事 長：臼井 武文
設　　立：平成22年11月２日
T E L：0263-33-1660
住　　所：松本市旭二丁目11番38号

患者さんの身体の状態を良好
に保つために、会員一同、日々
研鑽を積んでいます。

　  組合設立の経緯
　大正10年、はり
師・きゅう師・あん
摩マッサージ指圧師
のいずれかの免許を
持つ治療師で組織さ
れた業界団体である
長野県鍼灸按摩術営
業組合連合会が発足
しました。昭和52年
には、社団法人長野
県針灸マッサージ師
会を設立し、平成22
年、公益目的事業を
中心に行う「一般社団法人長野県はり灸マッサージ
師会」と共同事業を行う「長野県はり灸マッサージ協
同組合」として再編。協同組合では、診療報酬請求
事務の代行や会員の資質向上に関する研修事業に取
り組むなど、それぞれの法人の特性を活かした事業
活動を展開しています。

　また、組合のロゴマークを制定して
おり、はり師のはり、きゅう師のもぐ
さ（ヨモギの葉）、東洋医学の哲学であ
る陰陽五行を表す５つの丸を配置す
ることで、組合の理念を表しています。

　  東洋医学と西洋医学の知識を
　  あわせ持つ専門家
　東洋医学では、病気を身体全体の均衡の崩れとと
らえ、心身一如の考えに基づき、自然治癒力を高め
ることで体の内側から治そうとするのに対し、西洋
医学では、病気の原因を特定した上で、投薬や手術
など体の外側から病気と向き合うという違いがあり
ます。はり師・きゅう師・あん摩マッサージ指圧師
は、東洋医学と西洋医学の双方を学んだ上で、国家
試験を突破し免許を取得している専門家として、心
身の回復に向けたサポートをしています。

　  はり灸マッサージの普及に向けて
　はり灸マッサージの普及を目指し、様々な取り組
みを行っています。公民館や病院でのはり灸マッ
サージ体験をはじめ、松本マラソンでのゴール後の
ランナーズケアとしてマッサージを行うこともあり、
参加者の中にはこのゴール後のマッサージを楽しみ
にしている方までいるほど。
　さらに、県内の各種団体と提携することで、はり
灸マッサージの優待を受けられるサービスも展開し、
はり灸マッサージ治療による心身の回復効果を実感
してもらえるよう裾野を広げる活動も行っています。
　また、現在ホームページのリニューアル計画が進
行中。スマホ検索に対応するなど、一般の方も使い
やすいサイトとして今秋リリースされる予定です。

　  今後の展望
　心身に不調を抱える方も多い現代社会。不調を整
える一端として東洋医学をもとにした治療の効果が
認識されるようになってきました。
　「心と体はつながっています。私たちが実践する
心身医療を進めていくことで、患者さんの持つ体の
痛みだけでなく、心も元気になることを目指してい
ます。体の不調と向き合うときに、はり灸マッサー
ジという治療法があることを知ってもらいたいで
す」と臼井武文理事長は熱く語られました。

ZOOM UP! 
ズームアップ!

長野県はり灸マッサージ
協同組合

Vol.51

組合　の魅力発見

臼井理事長(左)と福島事務局(右)

組合ロゴマーク組合ロゴマーク

松本マラソンでのマッサージ施術松本マラソンでのマッサージ施術

組合外観組合外観
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伝統の技でリニューアルも
　戦国武将、上杉謙信が築城した飯山城の城下町とし
て栄えた飯山市は、市街地に多くの寺社が建ち並ぶ“寺
のまち”。江戸時代から続くといわれる伝統的工芸品「飯
山仏壇」の産地であり、市北部の愛宕町を中心に11の
仏壇店が軒を連ねています。
　明石仏壇店は1950（昭和25）年創業。確かな技術で飯
山仏壇の伝統を守ってきました。明石洋一社長は製造
業や建設資材商社などでの勤務を経て、2000（平成12）
年に同社入社後、仏壇づくりを一から習得。2004年、
先代（義父）の跡を継いで代表に就任し、受け継いだ飯
山仏壇の伝統技術を伝えるとともに、現在、飯山仏壇
事業協同組合理事長の重責も担っています。また一方
で「液体ガラス」など、新たな事業も積極的に展開して
います。
　飯山仏壇は、木地、宮

くうでん

殿、彫刻、塗装、錺
かざり

金具、蒔絵、
金箔押し、組立の８工程でつくられます。各工程で国
の認定を受けた伝統工芸士が技をふるい、仏壇店は最
後の組み立てだけを行います。
　生活環境の変化から大きな仏壇を置くことが難しく、
首都圏などのマンションに住む家族から空き家になっ
た実家を壊す際、古い仏壇の処分を依頼されることが
増えています。ところが「（壊すに忍びなく）何とか残せ
ないかと言う人が実は半数近くいるんです」。
　その要望を受けて同社では、仏像を収める宮殿が「肘
木組物」によって
つくられ、簡単に
分解できる飯山仏
壇独特の技法を活
かし、部屋に違和
感なく溶け込む小
型仏壇にリニュー
アル。その取り組
みが喜ばれ、同社
ホームページに問
い合わせが相次い
でいます。

AIを活用した営業戦略を模索
　超高齢化社会を迎えた今、人が生まれて死ぬことを
もう一度真剣に考えていかなければいけないと明石社
長は強調し、次のように話します。

　「人はひとりでは生きていけない。だから家族にもう
一度戻っていくための手段として仏壇をアピールして
いかないとだめだと思うんです。つまり、仏壇本来の
姿に戻らなければいけないな、と。大手仏壇店と戦っ
ていくためには、それを伝え、共感する人を引き寄せ
る方法を考えること。それこそが伝統的工芸品として
の飯山仏壇を作り売る人間の仕事だと思うんです」。
　時代の変化に対応し新しい仏壇のかたちを提案しつ
つ、本質はぶれない。それを同社の矜持としながら、
一方で時代の変化を見すえ、新たな分野にも積極的に
挑戦しています。
　液体ガラスは、常温でガラスを液体化させる世界初
の技術により商品化された無害・無公害・無添加のガ
ラスコーティング剤。塗布することで腐る、退色する
といった木の弱点をカバーし、木特有の質感や香りも
損なわないため、世界遺産の厳島神社をはじめさまざ
まな場所で利用されています。その長野県内取扱店と
して、インターネット上でAIを活用した営業戦略を模
索しています。
　また経営者仲間と共同で推進するいくつかのプロ
ジェクトもインター
ネットを活用。「い
かにお客さまが欲
しい情報の “検索”
を取るか。Web専
門業者と一緒にそ
の仕組みづくりを
考えています」。

代　　表　代表取締役社長　明石 洋一
創　　業　1950（昭和25）年
従業員数　3名
本　　社　飯山市飯山3011
　　　　　TEL：0269-52-2482　FAX：036-368-4371
事業内容　�金仏壇の製作、ニッコー・液体ガラス®の取扱い

伝統的工芸品「飯山仏壇」の技術を守りつつ、
その技法を活かして時代の変化に対応。さらに
新たな事業にも挑戦。

わが社の経営戦略
株式会社明石（明石仏壇店）

Vol.38

液体ガラスの施工工場液体ガラスの施工工場

（飯山仏壇事業協同組合・組合員飯山仏壇事業協同組合・組合員）

明石洋一代表取締役社長明石洋一代表取締役社長

伝統的工芸品「飯山仏壇」伝統的工芸品「飯山仏壇」

古い飯山仏壇の宮殿を活かして古い飯山仏壇の宮殿を活かして
リニューアルした小型仏壇リニューアルした小型仏壇
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　長野県醤油工業協同組合連合会は、昭和34年10月に設立され、県下８組合30事業所（令和７年５月現在）で構成
されており、原材料の共同購入や品評会の実施、規格を設けた統一銘柄「美山しょうゆ」、「信州だしつゆ」の開発、
販売を行っています。

長野県ならではの地醤油文化
　広大な長野県では古くから県内各地で醤油作りが行われていました。これは地域で
収穫された大豆や小麦をその地域で加工して食する、まさに地産地消が行われていま
した。
　このため県内各地に小規模の醤油製造業者が存在し、戦後は事業者同士の協業化、
合併などがありましたが、製造業者数が全国で２番目に多い県という状況です。
　しかし、各業者が作り出すしょうゆは地域に根ざした味を醸し出し、野沢菜、山菜
などの醤油漬け、鯉のうま煮、ワカサギの佃煮、昆虫（地蜂、イナゴ、ざざむし、蚕
のさなぎなど）の佃煮など様々なその地域ならではの郷土食を生み出しています。

しょうゆPR事業
　日本の食文化を支え食生活に欠かせない醤油への理解を深めていただくため、醤油業界の上部団体である日本醤油
協会では、しょうゆ食育プロジェクトを展開しており、平成14年から小中学生を主な対象として「しょうゆ工場見学」
を推進し、平成18年から全国の小学生を対象とした「しょうゆができるまでを学ぶしょうゆのもの知り博士の出前授
業」を実施しています。長野県にも「しょうゆもの知り博士」が４名おり、出前授業を行っています。

発酵バレーNAGANOへの期待
　長野県の醤油業界は、中小規模の事業者が主として地元中心の販売活動になっています。また調味料であるが故、
展示会などで味見体験をしてもそれがなかなか販売に結び付かないのが実情です。

　和食がユネスコ無形文化遺産に登録され、日本の発酵調味料の「うまみ」「だし」が
世界に注目されている今こそ発酵団体がスクラムを組んで発足した「発酵バレー
NAGANO」は県内の他の発酵食品、調味料団体とも連携し、日本酒、ワインなどの発
酵飲料の席には欠かせない酒肴に、発酵調味料、発酵食品を使ったマルシェやマリアー
ジュなどのイベントを開催、参加、国内外へ向けての発信などがしやすくなると期待
しています。
　また発酵食品業界が垣根を超えた相互の研究、新製品共同開発、販路拡大など、今
まで醤油業界単独ではできなかった課題研究、問題解決のきっかけを得られるのでは
ないかと期待しています。
　それと同時に発酵産業に携わる将来を担う若い技術者同士が交流し、意見交換、技
術研修などにつながる団体になることを期待します。

理事長：米山 弘
設　立：昭和34年10月
T E L：026-227-1115
MAIL：nagano-syouyu@estate.ocn.ne.jp
住　所： 長野市栗田字西番場205-6
　　　　長野県食品会館内

長野県醤油工業協同組合連合会Vol.5GO! 発酵バレーNAGANO

　信州の豊かな大自然のもと、各地に古く
から根ざし、愛されてきた味づくり。しょ
うゆは地域の味、故郷の味、おふくろの味
を守っています。信州はまさに「発酵産業」
が根ざしている県と言えるでしょう。

理事長　米山 弘
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３６協定の「特別条項」を３６協定の「特別条項」を
発動する場合の注意点発動する場合の注意点

■３６協定の「特別条項」とは

　臨時的な特別の事情がなければ、限度時間（月45時間・１年360時間）を超えて労働させる
ことはできません。※（1年単位の変形労働時間制の場合は月42時間、年320時間）
　限度時間を超えて労働させる必要がある場合には、労使協定を結び「様式第９号の２　時間
外労働・休日労働に関する協定届（特別条項）」を労働基準監督署に届出します。

　「特別条項」を発動できることを３６協定に定めた場合であっても、実際にそれを発動する
際には、事前に協定した「限度時間を超えて労働させる場合における手続き」を経ることが必
要です。
　具体的には「発動手続に関する記録」と「健康・福祉確保措置の実施状況の記録」を作成し
て保存します。
　手続は具体的事由が生じたときに必ず行わなければならず、所定の手続を経ることなく、限
度時間を超えて労働時間を延長した場合は法違反となる恐れがあります。

【記載例】通告の場合

　なお「特別条項発動通知書」は、労働基準監督署に届出や報告をする必要はありません。また、
記録の書式や保管期間も具体的には定められていません。

※�健康・福祉確保措置の実施状況に関する記録は、当該３６協定の有効期間中及び当該有効期間の満了後３年間
保存しなければならないとされています。

特別条項発動通知書
� 〇年〇月〇日
労働者代表〇〇〇〇様
� 代表取締役　〇〇〇印

１ 対象労働者　　　　　　〇〇〇課 
２ 特別条項の発動事由　　大規模なクレーム対応のため 
３ 特別条項発動期間　　　〇年〇月〇日～ 〇年〇月〇日 
４ 特別延長時間　　　　　１カ月80時間以内（含休日労働） 
５ 健康福祉確保措置　　　特別条項発動期間中11時間の勤務間インターバルを設定等

ながの社労士協同組合　特定社会保険労務士　竹中 淑子

社労士が教える
労務管理のポイント

第８回
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長野労働局総務部労働保険徴収室
令和７年度労働保険料の確定・概算申告のお知らせ

労働局からのお知らせ

 令和７年度労働保険年度更新の手続Ｑ＆Ａ

○労働保険の年度更新とは？
　�　事業主は、新年度の概算保険料を納付するための申告・納付（労働保険の保険料の
徴収等に関する法律第15条）と、前年度の保険料を精算するための確定保険料の申
告・納付（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第19条）の手続が必要です。

　　これが「年度更新」の手続です。

○年度更新の手続はいつ行うの？
　　令和７年度は、６月２日（月）から７月10日（木）までの間に行ってください。

○年度更新申告書等の書類は？
　�　年度更新申告書等の関係書類は、遅くとも６月上旬までには事業主あてに送付され
ます。

○年度更新等の手続を電子申請できますか？
　�　労働保険の適用徴収関係手続については、インターネットによる電子申請で行うこ
とができます。電子申請は、労働局、労働基準監督署又はハローワークの窓口に直接
出向くことなく、夜間、休日でも手続を行うことができます。電子申請を行うにあたっ
ては、「電子証明書」または「ＧビズＩＤアカウント」が必要となります。

　�　なお、長野労働局総務部労働保険徴収室に、電子申請体験コーナーを設置していま
すので、ご利用ください。

○労働保険料は口座振替できますか？
　�　金融機関窓口に「労働保険料等口座振替納付依頼書」を提出することで、口座振替納
付ができます。手数料はかからず、金融機関へ出向くことなく労働保険料の納付がで
き、納め忘れの心配がないといったメリットがありますので、ご活用ください。

○年度更新の手続き後に照会等がありますか？
　�　事業主から申告された申告書の記載内容については、記載漏れ等により内容確認が
必要な場合、労働局、労働基準監督署又はハローワークから照会することがあります。

　　また、厚生労働省から審査業務を受託した外部業者が照会することもあります。
　　なお、不審な電話を受けた場合や、ご不明な点がございましたらご連絡願います。

問い合わせ先　長野労働局総務部労働保険徴収室：適用第二係　☎︎０２６-２２３-０５５２
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こんな疾病をお持ちの方も大丈夫！ まずはご相談ください。 

長野県福祉共済協同組合 長野市中御所岡田131-10 

４か月前に 
心筋梗塞で 

手術をしました。 

長野県中小企業会館３階 

がんへの不安に備える「がん総合共済」 
満67歳までの方がご加入いただけます。満80歳までご継続いただけます。 

年齢・性別問わず、月々の掛金1,500円で、 
がんと診断されたら ⇒ 50万円
がんによる入院日額 ⇒ 5,000円

  
 

さらに、手術・放射線治療  退院後の通院支援まで保障 

※月々の掛金は、満80歳までかわりません。 

※第1保障区分（満15歳から満64歳まで）の場合です。 診断・がん入院ともに満65歳からは保障額がかわります。  

２口までご加入いただけます。がん診断で100万円 

現在、糖尿病で 
通院治療を 
しています。 
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☆働きやすい職場環境づくり
　「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」を果
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
人権教育の推進」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
“�あなたにもできる。
　  ライフスタイルの見直しで、
　　　１人１日１kgの CO2 削減 ”
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ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（公募回制）
第20次締切　申請期間：令和７年７月１日(火)～７月25日(金)

中小企業省力化投資補助金
〈一般型〉第３回　申請期間：令和７年８月上旬～８月下旬(予定)

　中小企業・小規模事業者等の生産性向上や持続的な賃上げに向けた新製品・
新サービスの開発に必要な設備投資等を支援！

　省力化投資による売上拡大や生産・業務プロセスの効率化、賃上げに向けた
人手不足解消に効果のあるロボットやIoT製品、設備・システム導入を支援！

製品・サービス高付加価値化枠 グローバル枠

要件 革新的な新製品・新サービスの開発
による高付加価値化

海外事業の実施による国内の生産性
向上

補助上限 750万円～2,500万円 3,000万円
補助率 中小企業1/2、小規模・再生2/3 中小企業1/2、小規模2/3

補助対象経費
＜共通＞機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、専門家経費、運搬費、
クラウドサービス利用費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費
＜グローバル枠のうち、海外市場開拓（輸出）に関する事業のみ＞ 
海外旅費、通訳・翻訳費、広告宣伝・販売促進費

その他 大幅な賃上げを行う場合、補助上限額等の上乗せ措置が受けられます。

カタログ注文型（随時申請受付中） 一般型（公募回制）

要件

対象製品のリスト（カタログ）から選
んで導入し、販売事業者と共同で「労
働生産性 年平均成長率3％向上」を目
指す事業計画に取り組むもの

オーダーメイド・セミオーダーメイ
ド性のある設備やシステムなどを導
入し、「労働生産性 年平均成長率4％
向上」を目指す事業計画に取り組むも
の

補助上限 200万円～1,000万円 750万円～8,000万円
補助率 1/2 中小企業1/2、小規模・再生2/3

補助対象 補助対象としてカタログに登録され
た製品等

個別現場の設備や事業内容に合わせ
た設備導入・システム構築

その他 大幅な賃上げを行う場合、補助上限額の引き上げ措置が受けられます。

ものづくり補助金
総合サイト

省力化投資
補助金サイト


